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1

1. 設計・施工一括発注方式の導入経緯

1.1 設計施工分離原則

建設省直轄工事の実施方式ついては、事業量の増加に伴い 1950 年代に入ると直営工事主体か

ら請負工事に移行し、1950 年代後半には設計業務についても外注化が始まった。1959（昭和 34）

年 1 月の事務次官通達「土木事業に係わる設計業務などを委託する場合の契約方式等について」

において『設計業務の受託者には、原則として、当該設計に係る工事の入札に参加させ、又は

当該工事を請負わせてはならないものとする』とし、設計施工分離が発注方式の原則とされた。

この規定は「土木設計業務等委託契約書の制定について」（平成 7 年 6 月 30 日付け建設業契

発第 26 号）により廃止されたが、「一般競争入札方式の実施について」（平成 6 年 6 月 21 日付

け建設省厚発第 260 号）等により同趣旨の規定がなされている。一方、「公共事業の入札・契約

手続きの改善に関する行動計画」（平成 6 年 1 月 8 日、閣議了解）に同様の規定があるが、それ

に続き『ただし、当初より一体として発注される場合、（略）を除く。』とされ、設計・施工一

括発注方式による場合も想定していることがわかり、「設計施工分離原則」を規定しているとは

必ずしも言えない表現となっている。

1.2 概略発注方式

設計・施工一括発注方式の本格的な導入以前から設計付きで工事を発注する方法が災害復旧

工事や経済対策における早期契約において活用されてきた。

1971（昭和 46）年 10 月の通達「事業促進に関する当面の措置について」においては、事業

量の増大に対応して、早期契約制の活用のために『必要に応じ、概略（数量）発注を行なうこ

とができる』とされている。この概略数量発注は設計付工事発注とする場合と設計を別途発注

する場合があるが、標準断面等により算出した仮の数量で発注し実施設計の完了後に確定した

数量に基づき契約変更を行う方式であり、実施設計と工事の準備を並行して進める点では設

計・施工一括発注方式の利点が活かされる。しかし、当初から契約変更を前提とするなど本契

約約款が対象とする工事とは異なるものである。

1.3 設計・施工一括発注方式の試行導入

 公共工事の発注における設計施工分離原則の例外措置として設計・施工一括発注方式導入の

検討がはじまったのは 1990 年代の半ばからであり、一般競争入札方式の本格的な採用や外国企

業の公共工事への本格的参入等の競争性の増大、公共工事のコスト縮減対策の推進などの動き

が急速に進展した時期にあたる。

競争性の増大、コストの縮減は、いずれも公共工事の品質を確保することが前提であり、公

共工事の品質確保が極めて重要な課題となったことから、1994（平成 6）年 12 月に農林水産省、

運輸省、建設省が共同で事務局となり、学識経験者等よりなる「公共工事の品質に関する委員

会」(委員長：近藤次郎東京大学名誉教授）を設置し、公共工事の品質を確保・向上するための

方策の検討が進められ、品質確保・向上のインセンティブを付与するための方策として設計・

施工一括発注方式の検討を行う必要があるとされた。

これを受け、1998（平成 10）年 2 月には建設省が「公共工事の品質確保等のための行動指針」
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